
はじめに

前号では経済産業省『企業活動基本調査』

を利用して北陸企業の国際化の現状と課題に

ついて論じた１．今回はそのうちの製造業を

取り上げ北陸企業の国際化と生産性について

分析する．北陸地域は『企業活動基本調査』

対象企業の約６割が製造業であり，かつ国際

化企業の８割は製造業で占められている．地

方創生において地域企業の国際化と地域力

（産業集積，イノベーション）との好循環を

実現するための施策が求められている今，北

陸の主要産業である製造業に照準を当てて国

際化と地域力，特に生産性の関係を把握して

おくことは重要である．

本稿では，我が国製造企業の地域的な分布

状況や主要指標のパフォーマンス比較を通じ

て製造企業の地域的な特徴を概観したあと，

製造企業の国際化の進展状況や国際化企業と

非国際化企業とのパフォーマンスの違いを地

域別に比較分析し，北陸製造企業の国際化と

生産性の関係を浮き彫りにする２．

１．我が国製造企業の分布状況

（１）製造企業の地域・業種・規模別構成

最初に，本稿で分析に使用する平成26年

経済産業省『企業活動基本調査』（2013年度）

について説明する．これは経済産業省が「我

が国企業の事業活動の多角化，国際化，研究

開発，情報化等の実態を把握する」ために毎

年実施しているもので，「従業者50人以上かつ

資本金額又は出資金額3000万円以上の会社」

を対象にした全数調査である．したがって，

対象とする産業（企業）は経産省が所管する

鉱業・採石・砂利採取業，製造業，電気・ガ

ス，卸売業，小売業，情報通信業，その他サ

ービス業からなり広範囲に亘っている．本稿

ではこのうち製造業に従事する企業13,053

社を対象に分析した．

まず全国を９つの地域に区分３して，対象

企業である我が国製造企業の地域別分布を見

る（図１）．企業数の多い順に挙げると，「関

東」4,512社（34.6%），「関西」2,551社（19.5%），

「中部」2,273社（17.4%）からなる３大都市

圏が上位３位までを占め，全体の72%を占め

る．残りの28%は６つの地方圏で，「東北」

1,052社（8.1%），「九州」822社（6.3%），「中

国」724社（5.5%），「北陸」524社（4.0%），
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「四国」341社（2.6%），「北海道」254社（1.9%）

である．

次に業種別構成（図２）を見ると，「一般機

械」2,017社（15.5%）が最大で，次いで「電

気機械」1,699社（13.0%），「食料品」1,505

社（11.5%），「輸送用機械」1,284社（9.8%），

「金属製品」1,067社（8.2%），「化学」945社

（7.2%），「プラスチック製品」775社（5.9%），

「繊維」472社（3.6%），「窯業・土石」461社

（3.5%），「鉄鋼」454社（3.5%），「非鉄金属」

376社（2.9%）で，残りが「その他の業種」

1,998社（15.3%）に含まれる．

また従業者規模別構成（図３）では，常時

従業者数「50－99人」規模が4,398社（33.7%），

以下，「100－199人」3,935社（30.1%），「200

－299人」1,628社（12.5%），「300－499人」

1,298社（9.9%），「500－999人」959社（7.3%），

「1000人以上」835社（6.4%）である．従業

者規模300人未満の中小企業は全体の約４分

の３（76.3%）を占める．地域別では北陸の

中小企業比率（83.4%）は四国（86.5%），

北海道（83.9%）に次いで高く，３大都市圏

（74.3%）と比べると９ポイントも高い．

（２）地域別製造企業の概況

次に９つの地域別に１企業（人）当たりの

主要パフォーマンス指標を示したのが表１で

ある．これらのパフォーマンス指標を地域別

に比較して見ることで，全国９地域の大まか

な製造企業像を捉えることができる．

まず我が国製造企業13,053社の１社当た

りの数値（2013年度）は「常時従業者数（以

下，「従業者数」）」404人，「売上高」223.18

億円，「付加価値額」46.13億円，「経常利益」

14.03億円，そして１人当たりの「給与額」

は536万円である．製造企業１社当たりの数

値（平均値）を上回る地域は，９地域のうち

「関東」，「中部」（売上額は除く）の２地域で，

それに次ぐ「関西」を含めた３大都市圏の数

値の高さが目立つ．他方，６つの地方圏のパ

フォーマンスは，１人当たりの給与額を除く

と全国平均値の７割にも及ばない．

図１ 製造企業の地域別構成（人，％）

図３ 製造企業の従業者規模別構成（社，％）

図２ 製造企業の業種別構成（社，％）
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「６地方圏」の数値を「３大都市圏」と比

較すると，「６地域圏」の１社当たりの「従

業者数」は「３大都市圏」の約半分（54%），

「売上高」は３分の１（33%），「付加価値額」

は３分の１強（37%），「経常利益」は４分の

１（25%）と低く，１人当たりの「給与額」は

４分の３（76%）の水準である．地方圏のう

ちでも「中国」と「四国」は３大都市圏と比

べ多くの指標で５割台をキープしているが，

「九州」，「北陸」，「東北」，「北海道」は「従

業者数」を除くと，５割にも満たない．「北陸」

については１社当たりの「従業者数」は239

人（3大都市圏の51%）であるが，「売上高」

74.99億円（同27%），「付加価値額」20.74

億円（同37%），「経常利益」4.68億円（同26%），

１人当たりの「給与額」は455万円（同81%）

で，「給与額」と「従業者数」を除けば，か

なり低い．

２．北陸製造企業の国際化の特徴

（１）輸出企業・FDI 企業の概要

第１節では我が国製造企業の企業分布と９

地域の平均的な企業像を概観した．これを受

け，本節では製造企業の国際化の現状と進展

状況を地域別に比較分析し，北陸製造企業の

国際化の特徴を明らかにする．

まず本稿で分析対象とする国際化企業は，

製造業で輸出あるいは海外直接投資（FDI）

のいずれかに従事する企業を指し，輸出と

FDI については『企業活動基本調査』の定

義を踏襲する．すなわち輸出は「モノの輸出」

で「自社名義で通関手続きを行った輸出額」

（直接輸出）と定義され，「商社名義等で通関

手続きを行った輸出額」（間接輸出）は「国

内取引」と見做され輸出額に計上されない４．

また FDI 企業は「海外に子会社・関連会社

を所有している企業」と定義する．

さらに本稿では企業の国際化を進展段階に

応じて分析するため，輸出だけに従事し

FDI には従事していない企業を「輸出企業」，

１企業当たりの主要数値（人、百万円） １人当たり給与額

常時従業者数（全国＝１００） 売上高 （全国＝１００）付加価値額（全国＝１００） 経常利益 （全国＝１００） 百万円 （全国＝１００）

北海道 ２１２ （５２．４） ７，１３５ （３２．０） １，４５９ （３１．６） ２１０ （１５．０） ３．８３ （７１．４）

東北 ２３５ （５８．１） ７，４８２ （３３．５） １，７９１ （３８．８） ２４３ （１７．３） ３．９９ （７４．４）

関東 ５４４ （１３４．７） ３５，８０８ （１６０．４） ６，７５８ （１４６．５） ２，１７０ （１５４．７） ５．６８ （１０６．０）

中部 ４１５ （１０２．８） ２１，１４６ （９４．８） ４，８１６ （１０４．４） １，８００ （１２８．３） ５．６０ （１０４．５）

北陸 ２３９ （５９．２） ７，４９９ （３３．６） ２，０７４ （４５．０） ４６８ （３３．３） ４．５５ （８４．９）

関西 ３７１ （９１．９） １８，６１４ （８３．４） ４，０５０ （８７．８） １，０８６ （７７．４） ５．３６ （９９．９）

中国 ２７９ （６９．１） １２，６３９ （５６．６） ２，６３８ （５７．２） ６８７ （４９．０） ４．５６ （８５．１）

四国 ２３０ （５７．０） ９，３０３ （４１．７） ２，４１０ （５２．２） ８６０ （６１．３） ４．５３ （８４．５）

九州 ２７３ （６７．６） １０，０６１ （４５．１） １，９３２ （４１．９） ３８０ （２７．１） ４．０４ （７５．３）

全国 ４０４ （１００．０） ２２，３１８ （１００．０） ４，６１３ （１００．０） １，４０３ （１００．０） ５．３６ （１００．０）

３大都市圏 ４６６ （１１５．３） ２７，５４０ （１２３．４） ５，５４５ （１２０．２） １，７８４ （１２７．１） ５．５９ （１０４．４）

６地方圏 ２５１ （６２．０） ９，２０３ （４１．２） ２，０６１ （４４．７） ４４６ （３１．８） ４．２４ （７９．０）

表１ 地域別１企業（人）当たりの主要パフォーマンス指標
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FDI だけに従事して輸出には従事していな

い企業を「FDI 企業」，輸出とFDI の両方に

従事している企業を「輸出＋FDI 企業」と

定義する．したがって，文脈によってFDI

に従事しているか否かを問わずに輸出してい

る企業全般を指す場合には「輸出企業（広義）」，

輸出をしているか否かを問わずにFDI に従

事している企業全般を指す場合には「FDI

企業（広義）」と呼んで区別する．

それでは製造企業の国際化の現状を把握す

るため，対象企業の中から「輸出企業（広

義）」と「FDI 企業（広義）」を抽出し，地

域別にその概要を見てみよう（表２）．「輸出

企業（広義）」は4,639社で全国製造企業

13,053社の35.5%を占め，輸出総額は56.8兆

円に達する．輸出企業数，輸出額とも「関東」，

「関西」，「中部」の３大都市圏が突出してお

り，輸出企業数で全国の82%，輸出額で同

94%を占める．

輸出総額を輸出企業数で割った１社当たり

の輸出額は122.4億円である．地域別に見る

と，１社当たりの輸出額が全国平均値を上回

る地域は，「関東」165.9億円と「中部」143.1

億円の２地域で，それに「四国」90.4億円，

「関西」88.2億円，「中国」77.2億円が続く．

それ以外の「東北」28.4億円，「北陸」25.9

億円，「九州」19.0億円，「北海道」14.3億

円は全国平均を大きく下回る．

また売上高輸出額比率を見ると，「輸出企

業（広義）の売上高に占める輸出額の比率

（Ａ）」は全国平均で28.4%，「製造企業の売

上高に占める輸出額の比率（Ｂ）」は同19.5%

である．地域別では売上額輸出額比率（Ａ）

が全国平均を上回る地域は，「四国」，「中部」，

「中国」の順で，四国には造船業，中部，中

国には自動車など輸出比率の高い企業が集積

していることが影響していると思われる．ま

た売上額輸出額比率（Ｂ）が全国平均を上回

る地域は，「中部」，「四国」，「関東」，「関西」

で，他方，「北陸」，「東北」，「九州」，「北海

道」の４地域の売上高輸出額比率（Ｂ）は1

桁台の水準である．これは輸出企業（広義）

数と1社当たりの輸出額がともに少ないこと

が影響している．

輸出企業（広義） １社当たりの輸出額 売上高輸出額比率 FD I 企業（広義） 海外子会社数 海外子会社／
社：（Ｄ）／（Ｃ）社数（Ａ） 輸出額（Ｂ）（Ｂ）／（Ａ）（全国＝１００） Ａ（％） Ｂ（％） 社数（Ｃ） 構成比（％） 社数（Ｄ） 構成比（％）

北海道 ２８ ３９９ １４．３ （１１．６） １６．１ ２．２ １３ （０．４） ２２ （０．１） １．７

東北 ２０１ ５，７０１ ２８．４ （２３．２） ２７．２ ７．２ １１９ （３．３） ２９０ （１．０） ２．４

関東 １，９４７ ３２３，０８３ １６５．９ （１３５．６） ２７．２ ２０．０ １，５２３ （４２．２） １６，５０７ （５８．６） １０．８

中部 ８０５ １１５，１６０ １４３．１ （１１６．９） ３４．１ ２４．０ ７２９ （２０．２） ３，８２５ （１３．６） ５．２

北陸 １３８ ３，５８０ ２５．９ （２１．２） ２１．６ ９．１ １２０ （３．３） ３３０ （１．２） ２．８

関西 １，０６３ ９３，７３１ ８８．２ （７２．０） ２７．４ １９．７ ８０２ （２２．２） ６，１５１ （２１．８） ７．７

中国 ２０６ １５，８９５ ７７．２ （６３．０） ３０．６ １７．４ １５４ （４．３） ６２８ （２．２） ４．１

四国 ８０ ７，２３２ ９０．４ （７３．９） ４１．５ ２２．８ ５８ （１．６） １７１ （０．６） ２．９

九州 １７１ ３，２５５ １９．０ （１５．６） １６．６ ３．９ ９４ （２．６） ２５０ （０．９） ２．７

全国 ４，６３９ ５６８，０３６ １２２．４ （１００．０） ２８．４ １９．５ ３，６１２ （１００．０） ２８，１７４ （１００．０） ７．８

３大都市圏 ３，８１５ ５３１，９７４ １３９．４ （１１３．９） ２８．５ ２０．７ ３，０５４ （８４．６） ２６，４８３ （９４．０） ８．７

６地方圏 ８２４ ３６，０６２ ４３．８ （３５．８） ２７．９ １０．５ ５５８ （１５．４） １，６９１ （６．０） ３．０

表２ 地域別の輸出企業・ＦＤＩ企業（広義）の概要
（単位：社，億円、％）

（注）売上高輸出額比率Ａ＝（輸出額）÷（輸出企業の売上高）、売上高輸出額比率Ｂ＝（輸出額）÷（製造企業の売上高）
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次にFDI 企業（広義）の地域別分布を見

ると，海外に子会社・関連会社を所有している

「FDI 企業（広義）」は3,612社で，全国製造

企業の27.7%を占める．FDI 企業（広義）数・

比率では輸出企業（広義）を下回るが，企業

の海外展開のプロセスが一般に輸出から始ま

り，その後，海外進出を行うということを考

えれば肯ける．地域別では，輸出企業（広義）

同様，FDI 企業（広義）は「関東」，「関西」，

「中部」の３大都市圏に集中しており，全国

の84.6%を占める．またFDI 企業（広義）が

海外に所有する子会社・関連会社の数（海外

子会社数）は28,174社で，このうち３大都

市圏に本社を置く企業は26,483社（94%）で

圧倒的なシェアを有する．ちなみに，FDI

企業（広義）の１社当たりの海外子会社数は

7.8社，地域別では「関東」10.8社，「関西」

7.7社，「中部」5.2社，「中国」4.1社の順に多

い．

（２）製造企業の国際化比率

それでは本題である我が国製造企業の国際

化比率を地域別，業種別，従業者規模別に見

てみよう．

＜地域別国際化比率＞

まず製造企業の国際化比率を「輸出企業」，

「FDI 企業」，「輸出＋FDI 企業」に３区分し，

全国と９地域の国際化企業比率を積み上げ縦

棒グラフで図示したのが図４である．これを

見ると，全国の製造企業の42.5%が国際化し

ている．このうち，「輸出企業」は14.9%，

「FDI 企業」は7.0%，「輸出＋FDI 企業」は

20.6%である．またFDI に従事するしない

にかかわらず輸出に従事している輸出企業

（広義）は35.5%，輸出に従事するしないに

かかわらずFDI に従事しているFDI 企業

（広義）は27.6%であることはこの表からも

読み取れる．

地域別には，「関東」（51.0%），「関西」（49.2%），

「中部」（44.3%）の３大都市圏の国際化企業

比率が突出している．これに「中国」（34.8%），

「北陸」（34.2%）が30%台で続き，「四国」

（27.9%），「九州」（24.2%），「東北」（22.7%）

が20%台，そして北海道（12.6%）の順である．

北陸企業の国際化比率は３大都市圏には及

ばないが，６地方圏の中では中国企業と並ん

で高い．しかも北陸の国際化企業に占める

FDI 企業（広義）比率（67.0%）は中部（72.2%）

に次いで高く，北陸企業の国際化の段階も比

図４ 製造企業の地域別国際化比率
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較的進んでいるのが分かる．北陸3県では福

井県企業の国際化比率が43.5%と高く，これ

は中部に匹敵する値で，石川県（33.3%），

富山県（30.0%）を10ポイント以上も上回る．

＜業種別（地域別）国際化比率＞

次に製造企業の国際化の進捗状況を業種別

に見てみよう．表３は業種別に製造企業数，

国際化企業数・比率（％）を「北陸」，「３大

都市圏」，「北陸以外の５地方圏」別に区分し

て示している．国際化企業の82%を占める

「３大都市圏」は，24業種のうち12業種で国

際化比率が過半を占め，そのうち「化学」，「ゴ

ム製品」，「はん用機械」，「生産用機械」，「業

務用機械」，「その他製造業」の６業種で６割

を超える．

これに対して，北陸企業で国際化比率が過

半を占めるのは４業種で，このうち60%を超

えるのは「非鉄金属」の１業種である．ただ，

「化学」，「業務用機械」，「電子・デバイス」，

「電気機械」，「情報通信機械」の５業種で国

際化比率は40%を超える．「北陸以外の５地

方圏」は国際化比率が過半を占める業種はわ

ずか２業種に過ぎず，40%以上の国際化比率

製造企業数 国際化企業

全国 北陸
３大
都市圏

５地方圏
全国 北陸 ３大都市圏 ５地方圏

企業数 （％） 企業数 （％） 企業数 （％） 企業数 （％）

食料品 １，５０５ ３６ ８４１ ６２８ ２５７ （１７．１） ３ （８．３） １７８ （２１．２） ７６ （１２．１）

飲料・たばこ・肥料 １９６ ３ １１１ ８２ ６６ （３３．７） １ （３３．３） ４２ （３７．８） ２３ （２８．０）

繊維 ４７２ ８２ ２４０ １５０ １５１ （３２．０） ２８ （３４．１） ９７ （４０．４） ２６ （１７．３）

木材・木製品 １５３ ４ ７４ ７５ ３０ （１９．６） ０ （０．０） １６ （２１．６） １４ （１８．７）

家具 １２２ ６ ８３ ３３ ３５ （２８．７） ０ （０．０） ２９ （３４．９） ６ （１８．２）

パルプ・紙 ３９０ ９ ２７３ １０８ ８８ （２２．６） １ （１１．１） ７６ （２７．８） １１ （１０．２）

印刷・出版 ５６８ ２１ ４２９ １１８ ６９ （１２．１） １ （４．８） ６３ （１４．７） ５ （４．２）

化学 ９４５ ４１ ８０９ ９５ ５６５ （５９．８） １８ （４３．９） ５１３ （６３．４） ３４ （３５．８）

石油・石炭製品 ４８ ０ ４３ ５ ２７ （５６．３） ０ （０．０） ２５ （５８．１） ２ （４０．０）

プラスチック ７７５ ４０ ５９８ １３７ ３２９ （４２．５） ２１ （５２．５） ２７１ （４５．３） ３７ （２７．０）

ゴム製品 １５５ ２ １１６ ３７ ８３ （５３．５） ０ （０．０） ７０ （６０．３） １３ （３５．１）

皮革・同製品 ２０ ０ １３ ７ ８ （４０．０） ０ （０．０） ５ （３８．５） ３ （４２．９）

窯業・土石 ４６１ １６ ３０１ １４４ １４９ （３２．３） ３ （１８．８） １１７ （３８．９） ２９ （２０．１）

鉄鋼 ４５４ １５ ３１５ １２４ １５５ （３４．１） ２ （１３．３） １２３ （３９．０） ３０ （２４．２）

非鉄金属 ３７６ １１ ２９３ ７２ １８０ （４７．９） ７ （６３．６） １５０ （５１．２） ２３ （３１．９）

金属製品 １，０６７ ５９ ７８８ ２２０ ４１９ （３９．３） １６ （２７．１） ３５９ （４５．６） ４４ （２０．０）

はん用機械 ５４３ １９ ４１４ １１０ ３０８ （５６．７） ６ （３１．６） ２５６ （６１．８） ４６ （４１．８）

生産用機械 １，０１３ ６２ ７２３ ２２８ ６５６ （６４．８） ３２ （５１．６） ５０２ （６９．４） １２２ （５３．５）

業務用機械 ４６１ ５ ３９９ ５７ ３００ （６５．１） ２ （４０．０） ２６８ （６７．２） ３０ （５２．６）

電子・デバイス ６７８ ３０ ４３４ ２１４ ３２９ （４８．５） １２ （４０．０） ２５５ （５８．８） ６２ （２９．０）

電気機械 ７５１ １９ ５６４ １６８ ３７５ （４９．９） ９ （４７．４） ３１４ （５５．７） ５２ （３１．０）

情報通信機械 ２７０ ７ ２０７ ５６ １３２ （４８．９） ３ （４２．９） １１１ （５３．６） １８ （３２．１）

輸送用機械 １，２８４ ２４ ９８１ ２７９ ６４２ （５０．０） ７ （２９．２） ５４３ （５５．４） ９２ （３３．０）

その他製造業 ３４６ １３ ２８７ ４６ ２０４ （５９．０） ７ （５３．８） １７８ （６２．０） １９ （４１．３）

全企業 １３，０５３ ５２４ ９，３３６ ３，１９３ ５，５５７ （４２．６） １７９ （３４．２） ４，５６１ （４８．９） ８１７ （２５．６）

表３ 製造企業の業種別（地域別）国際化比率

（注）国際化企業比率40%以上を薄青，50％以上をやや濃青，60%以上を濃青で色付けした．
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を占める業種を加えても６業種に過ぎない．

北陸企業の国際化の水準は３大都市圏には及

ばないが，北陸以外の５地方圏より進んでい

ることが分かる．

＜従業者規模別（地域別）国際化比率＞

それでは，従業者規模と製造企業の国際化

の関係はどうなっているのか．図５は従業者

規模を６区分して「北陸」，「３大都市圏（図

中では「都市」）」，「北陸以外の５地方圏（同

「地方」）」の国際化企業比率の推移を図示し

たものである．これを見れば，全般的に企業

の従業者規模が大きくなるにつれて国際化比

率も上昇しているのが読み取れる．特に「３

大都市圏」の国際化比率は「55－99人」33.1%

から「1000人以上」83.0%まで右肩上がり

で一直線に上昇している．「北陸」も「1000

人以上」を除いて，ほぼ「３大都市圏」と同

様の傾向が見られる．他方，「北陸を除く5

地方圏」では，「300人未満」の中小企業で

は規模が大きくなるにつれ国際化比率も上昇

しているが，「300人以上1000人未満」では

横ばいで推移，「1000人以上」の規模で再び

上昇している．

国際化の形態と従業者規模との関係では，

輸出企業は従業員規模「499人未満」までは

「北陸」と「５地方圏」では10－13%，「３

大都市圏」では17%前後で推移しているが，

「500人以上」の規模では減少に転じている．

他方，FDI 企業は従業者規模の上昇ととも

に国際化比率も微増し，FDI＆輸出企業は

「50－99人」から「100－199人」，「200－299

人」「300－499人」へと従業者規模が上昇

するに従い国際化比率も10ポイントずつ上

昇し，「500－999人」，「1000人以上」にな

ると上昇幅は15ポイントへと急増している．

つまり，企業規模が大きくなるに従いFDI

企業（広義）の国際化比率は加速度的に上昇

し，国際化の形態も輸出からFDI へとシフ

トしているのが明確に読み取れる．

（３） 北陸３県製造企業の国際化比率

それでは北陸３県製造企業の国際化の進展

状況はどうなっているのであろうか．表４は

北陸３県の製造企業数，国際企業数・比率を

主要業種別に整理してある．まず北陸3県の

製造企業数と国際化企業数（カッコ内）を見

図５ 従業員規模（地域）別の国際化企業比率
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ると，富山県243社（73社）が最大で，次い

で石川県159社（53社），福井県122社（53社）

である．しかし，北陸3県企業の国際化比率

を比べると，福井県43.4%，石川県33.3%，

富山県30.0%と順位は逆転する．北陸は製造

企業数では富山県が最も多いが，国際化比率

では福井県が富山，石川の両県を10%以上も

上回っているのが分かる．しかも福井県企業

の国際化比率は輸出企業，FDI 企業，貿易

＋FDI 企業のいずれにおいても富山，石川

両県を上回っている（図４参照）．

業種別に見ても同様の傾向が伺える．国際

化企業数では富山県が最も多いが，主要10

業種の中で製造企業の国際化比率が４割を超

える業種は福井県の７業種が最大で，石川県

では４業種，富山県３業種となっている．北

陸３県製造企業の業種別特徴として，福井県

は「繊維」が製造企業の３分の１を占め，そ

の国際化比率も43.9%と比較的高い．また

「その他製造業（眼鏡）」は製造企業９社のう

ち７社（77.8%）が国際化しており，「一般

機械（生産用機械）」も同11社のうち６社

（54.5%）が国際化している．石川県は製造

企業の中で最も多い業種は「一般機械」

（24.5%）で，国際化比率も56.4%と高い．

次いで「繊維」，「電機電子」が多いが，国際

化比率は25～35%の水準である．富山県は

製造企業の業種が多様であるが，国際化比率

が過半を占めるのは「プラスチック」，「非鉄

金属」，「電機電子」の３業種だけである．北

陸では企業数は多くないが福井県企業の国際

化が一歩先行している．

次に従業者規模別に見た北陸３県製造企業

の国際化比率を示したのが表５である．これ

を見ると，富山県は従業者規模が拡大するに

つれて国際化企業比率も上昇している．しかし，

石川，福井の両県は，従業者規模「1,000人

未満」まで右肩上がりで上昇しているが，

「1,000人以上」になると国際化比率は減少

に転じている．

製造企業数 国際化企業

北陸 富山 石川 福井
北陸 富山 石川 福井

企業数 （％） 企業数 （％） 企業数 （％） 企業数 （％）

食料品 ３６ １７ １４ ５ ３ （８．３） ０ （０．０） ３ （２１．４） ０ （０．０）

繊維 ８２ １８ ２３ ４１ ２８ （３４．１） ２ （１１．１） ８ （３４．８） １８ （４３．９）

化学 ４１ ３１ ４ ６ １８ （４３．９） １２ （３８．７） ２ （５０．０） ４ （６６．７）

プラスチック ４０ ２４ ８ ８ ２１ （５２．５） １３ （５４．２） ４ （５０．０） ４ （５０．０）

非鉄金属 １１ ６ ２ ３ ７ （６３．６） ４ （６６．７） ２ （１００．０） １ （３３．３）

金属製品 ５９ ３５ １２ １２ １６ （２７．１） ９ （２５．７） ２ （１６．７） ５ （４１．７）

一般機械 ８６ ３６ ３９ １１ ４０ （４６．５） １２ （３３．３） ２２ （５６．４） ６ （５４．５）

電子電機 ５６ ２１ ２３ １２ ２４ （４２．９） １２ （５７．１） ６ （２６．１） ６ （５０．０）

輸送用機械 ２４ １１ ９ ４ ７ （２９．２） ４ （３６．４） ２ （２２．２） １ （２５．０）

その他製造業 １３ ２ ２ ９ ７ （５３．８） ０ （０．０） ０ （０．０） ７ （７７．８）

上記以外の業種 ７６ ４２ ２３ １１ ８ （１０．５） ５ （１１．９） ２ （１３．０） １ （１８．２）

全企業 ５２４ ２４３ １５９ １２２ １７９ （３４．２） ７３ （３０．０） ５３ （３３．３） ５３ （４３．４）

表４ 北陸３県の業種別国際化企業数・比率

（注）国際化企業比率40%以上を薄青，50％以上をやや濃青，60%以上を濃青で色付けした．
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３．国際化企業のパフォーマンス

（１）国際企業のプレミア

これまで我が国製造企業の国際化の現状を

地域別に分析し，９地域間で製造企業の国際

化の進展状況に大きな差異が存在することを

見てきた．本節では，国際化企業と非国際化

企業のパフォーマンスの違いを地域別に比較

分析することで，北陸製造企業の国際化の特

性をより明確にする．

まず前述の「輸出企業」，「FDI企業」，「輸出

＋FDI 企業」からなる国際化企業が，輸出

もFDIもしていない非国際化企業に比べてど

のようなパフォーマンスを発揮しているかに

ついて観察する．具体的には，非国際化企業

の平均値に対する上記３タイプの国際化企業

の平均値の比をそれぞれの「プレミア」と定

義し，「従業者数」，「付加価値額」，「資本集

約度」，「技能集約度」，「付加価値労働生産性

（以下，「労働生産性」）」，「賃金」の５つのパ

フォーマンス指標について全国と９つの地域

別にプレミアを算出し比較検討した（表６）５．

まず表６右欄の全国の国際化企業のプレミ

アを見ると，第一に，６つのパフォーマンス

指標のすべての数値において１を上回ってい

る．これは我が国製造業の国際化企業は非国

際化企業に比べて総じて高いパフォーマンス

従業員規模
対象 国際化企業 輸出 ＦＤＩ 輸出＋ＦＤＩ

企業数 企業数 （％） 企業数 （％） 企業数 （％） 企業数 （％）

富山県

５０－９９ ９２ ２０ （２１．７） １１ （１２．０） ６ （６．５） ２ （２．２）

１００－１９９ ７４ ２２ （２９．７） ４ （５．４） ２ （２．７） １２ （１６．２）

２００－２９９ ３７ １３ （３５．１） ４ （１０．８） ２ （５．４） ６ （１６．２）

３００－４９９ ２３ １３ （５６．５） ３ （１３．０） １ （４．３） ８ （３４．８）

５００－９９９ ９ ７ （７７．８） １ （１１．１） １ （１１．１） ４ （４４．４）

１０００以上 ８ ７ （８７．５） １ （１２．５） １ （１２．５） ４ （５０．０）

計 ２４３ ７３ （３０．０） ２４ （９．９） １３ （５．３） ３６ （１４．８）

石川県

５０－９９ ５９ １０ （１６．９） ６ （１０．２） １ （１．７） ３ （５．１）

１００－１９９ ４６ １７ （３７．０） ６ （１３．０） ４ （８．７） ７ （１５．２）

２００－２９９ ２５ １１ （４４．０） ４ （１６．０） ６ （２４．０） １ （４．０）

３００－４９９ １３ ７ （５３．８） １ （７．７） ２ （１５．４） ４ （３０．８）

５００－９９９ １０ ７ （７０．０） １ （１０．０） ２ （２０．０） ４ （４０．０）

１０００以上 ６ １ （１６．７） ０ （０．０） ０ （０．０） １ （１６．７）

計 １５９ ５３ （３３．３） １８ （１１．３） １５ （９．４） ２０ （１２．６）

福井県

５０－９９ ４７ １７ （３６．２） ８ （１７．０） ５ （１０．６） ４ （８．５）

１００－１９９ ４２ １７ （４０．５） ７ （１６．７） ３ （７．１） ７ （１６．７）

２００－２９９ １５ ７ （４６．７） １ （６．７） ４ （２６．７） ２ （１３．３）

３００－４９９ １０ ６ （６０．０） １ （１０．０） １ （１０．０） ４ （４０．０）

５００－９９９ ５ ５ （１００．０） ０ （０．０） ０ （０．０） ５ （１００．０）

１０００以上 ３ １ （３３．３） ０ （０．０） ０ （０．０） １ （３３．３）

計 １２２ ５３ （４３．４） １７ （１３．９） １３ （１０．７） ２３ （１８．９）

表５ 北陸３県の従業者規模別国際化企業数・比率

連載講座

23



を挙げているということである．第二に，輸

出企業よりFDI 企業，FDI 企業よりも貿易

＋FDI 企業の方が総じてプレミアは高い．

つまり国際化企業の中でも輸出企業よりも

FDI 企業，さらにそれよりも輸出＋FDI 企

業の方がパフォーマンスで勝っていることが

分かる．特に輸出企業とFDI 企業（広義）と

の間に「賃金」を除くとかなりの開きが見ら

れる．第三に，６つのパフォーマンス指標の

うち，「付加価値額」と「従業者数」の国際

化企業のプレミアが３以上と突出している．

特に輸出企業のプレミアは1以上2未満であ

るのに対し，FDI 企業と輸出＋FDI 企業の

プレミアが３以上８未満と非常に高い．これ

はFDI 企業（広義）の規模が非国際化企業

及び輸出企業に比べてより大きな企業群から

構成されていることを示している．第四に，

「資本集約度」及び「技能集約度」のプレミ

アは1以上で，かつFDI 企業あるいは輸出＋

FDI 企業の数値は輸出企業よりも高い．同

様の結果が「労働生産性」と「賃金」のプレ

ミアの数値からも伺える．つまり資本集約度

や技能集約度の高い企業は一般に労働生産性

が高く，賃金水準も高いと言われていること

を裏付ける結果になっている．

次に地域別に国際化企業のプレミアを見る

と，「関東」，「四国」，「中部」，「関西」の国

際化企業のプレミアが総じて高い．「関東」は

「従業者数」，「付加価値額」の国際化企業プ

レミアが非常に高く，特にFDI 企業（広義）

では国際化企業は非国際化企業よりも「従業

者数」において４から５倍強，「付加価値額」

で６から８倍強上回る．「四国」は多くのパ

フォーマンス指標においてプレミアが全国を

北海道 東北 関東 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 全国

（常時）
従業者数

輸出企業 ０．８７ １．２１ １．１８ ０．９４ ０．９３ １．０６ １．１８ １．５５ ０．９０ １．１１

FDI企業 ０．８７ ２．６６ ３．８９ ２．６４ １．９５ ２．６３ １．４４ ２．０２ １．３６ ３．０２

輸出･FDI企業 １．７９ ２．１６ ５．２９ ４．８５ ２．１２ ４．３９ ３．９１ ４．１６ １．９５ ４．７１

付加価値額

輸出企業 １．０３ １．１７ １．６９ １．０７ １．２３ １．４３ １．２０ １．７３ １．０２ １．４８

FDI企業 ０．４９ ３．０６ ６．０２ ３．２０ １．８３ ４．４０ １．１６ ２．６８ １．４４ ４．５３

輸出･FDI企業 ２．３２ ２．０６ ８．４１ ９．２９ ２．３４ ７．０６ ５．７８ ９．６８ ２．７０ ７．９３

資本集約度

輸出企業 １．２７ １．２３ １．２６ １．０６ １．７２ １．３３ １．２８ １．３５ １．４４ １．３２

FDI企業 ０．８６ １．６５ １．７９ １．２４ １．１７ １．６０ １．０５ １．８５ １．４１ １．６３

輸出･FDI企業 １．２４ １．８３ １．８５ １．４６ １．８３ １．８１ １．７２ ２．０８ １．６５ １．８６

技能集約度

輸出企業 １．０５ ０．８５ １．４６ ０．８８ １．４８ １．３２ １．６８ １．８４ １．９３ １．４７

FDI企業 ０．６５ １．０３ ２．３７ １．０６ １．４０ ２．０９ ２．１４ １．２６ １．５７ ２．０９

輸出･FDI企業 １．２５ １．４７ ２．２５ ２．１４ ２．０４ ２．５８ ２．０９ ２．５８ ３．１７ ２．６０

賃金

輸出企業 １．２７ １．１２ １．２４ １．１６ １．０７ １．１４ １．１２ １．２８ １．０５ １．２１

FDI企業 ０．７４ １．３２ １．１８ １．２６ １．１１ １．２７ ０．９７ １．２６ ０．９２ １．２５

輸出･FDI企業 １．３３ １．１９ １．３５ １．５６ １．１９ １．３７ １．３４ １．４８ １．２５ １．４５

（付加価値）
労働生産性

輸出企業 １．１８ ０．９７ １．４４ １．１５ １．３１ １．３５ １．０２ １．１２ １．１３ １．３４

FDI企業 ０．５７ １．１５ １．５５ １．２１ ０．９４ １．６８ ０．８０ １．３３ １．０６ １．５０

輸出･FDI企業 １．３０ ０．９５ １．５９ １．９１ １．１０ １．６１ １．４８ ２．３３ １．３９ １．６８

表６ 国際化企業のプレミア：製造業

（注１）パフォーマンス指標は，下記のとおり『企業活動基本調査』の調査項目から計算した．
従業者数＝常時従業者数，付加価値額＝＝営業利益＋給与総額＋福利厚生費＋租税公課＋減価償却費＋動産・不動産賃借料
資本集約度＝資産合計／常時従業者数，技能集約度＝本社機能部門従事者／現業部門従事者、賃金＝給与総額／常時従業者数
付加価値生産性＝付加価値額／常時従業者数

（注２）プレミアの数字が１以下の場合にはピンクに色付け，全国平均を上回るプレミアと２以上のプレミアは薄青で色付けした．
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上回っており，特に輸出＋FDI 企業は「従

業者数」，「付加価値額」，「資本及び技能集約

度」，「労働生産性」，「賃金」のすべてにおい

て国際化企業のパフォーマンスが高い．「中

部」は輸出企業のパフォーマンスはそれほど

ではないが，輸出＋FDI 企業の「従業者数」，

「付加価値額」，「労働生産性」，「賃金」のパ

フォーマンスが非国際化企業に比べてかなり

高い．「関西」の国際化企業のプレミアは「関

東」，「中部」ほどではないが，パフォーマン

スは総じて高い．

こうした背景には，「関東」は自動車など

企業規模の大きい高付加価値産業の分厚い集

積，「関西」は繊維，化学，機械，電機電子

など広範な産業集積，「中部」はトヨタに代

表される自動車産業の集積，「四国」は今治

の造船業を支える国際化企業の存在が大きく

影響していると推察される．

それに続くのが四国と瀬戸内海を挟んで瀬

戸内工業地域を形成する「中国」である．自

動車，鉄鋼，化学，石油製品産業など大企業

を中心とした国際化企業の良好なパフォーマ

ンスが伺える．

残りの「北陸」，「九州」，「東北」，「北海道」

の国際化企業のプレミアは「従業者数」，「付

加価値額」，「労働生産性」のパフォーマンス

指標において全国平均を大きく下回っている．

特に「北陸」は繊維，金属製品，一般機械，

電機電子など一定規模の産業集積を擁し，こ

れらの多くが国際展開しているが，企業規模

はそれほど大きくなく国際化企業のパフォー

マンスは「四国」，「中国」と比べて見劣りす

る．「九州」は企業規模の代理変数である「従

業者数」と「付加価値額」のプレミアが「北

陸」をさらに下回るが，「資本及び技能集約

度」が高いために「労働生産性」では「北陸」

を上回る．「東北」は「従業者数」，「付加価

値額」のプレミアは「北陸」並みであるが，

「労働生産性」は１以下で国際化企業のパフ

ォーマンスは非国際化企業を下回っている．

以上の分析結果から，国際化企業は非国際

化企業と比べすべての指標で良好なパフォー

マンスを達成していることは証明されたが，

同時に国際化企業のパフォーマンスも企業の

国際化の進展度と同じく地域によって大きな

格差が存在することが分かった．特に「従業

者数」，「付加価値額」，「労働生産性」におい

て国際化企業のプレミアが３大都市圏に四国

を含めた４地域と，北陸，九州，東北，北海

道からなる４地域の間に大きな格差が存在す

る．とりわけ北陸は企業の国際化では３大都

市圏に次ぐ水準にありながら，国際化企業の

プレミアは企業規模及び労働生産性において

３大都市圏や四国と比べてかなり見劣りする．

特に「労働生産性」においてFDI 企業（広

義）のプレミアが低いのが目立つ．

そこで次に国際化の進展状況と国際化企業

のパフォーマンスが優れている３大都市圏と

後れを取っている６地方圏の実際の労働生産

性の格差とその要因について考える．

（２）労働生産性格差とその要因

国際化企業のプレミアについての議論は，

当該地域における国際化企業の非国際化企業

に対するパフォーマンス指標の相対評価であ

った．したがって，国際化企業のプレミアか

ら実際の労働生産性の地域間比較を行うこと

は不可能である．そこで我が国製造企業の地

域別かつ国際化企業形態別の労働生産性を計
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算して記載したのが表７である．

これを見ると，全製造企業の労働生産性を

９地域別に高い方から順に並べると，①「関

東」，②「中部」，③「関西」，④「四国」，⑤「中

国」，⑥「北陸」，⑦「東北」，⑧「九州」，⑨「北

海道」で，トップ・スリーに3大都市圏が名

を連ねる．次に国際化企業の労働生産性を見

ると，①「四国」，②「関東」，③「中部」，④「関

西」，⑤「中国」，⑥「北陸」，⑦「九州」，⑧「北

海道」，⑨「東北」となり，四国がトップに浮

上し，それに3大都市圏が続いている．非国

際化企業については様相が一変し，①「関東」，

②「北陸」，③「中国」，④「東北」，⑤「関西」，

⑥「中部」，⑦「四国」，⑧「北海道」，⑨「九州」

と，北陸，中国，東北が上位へ移動し，都市

圏と地方圏は混在している．しかも国際化企

業の地域間格差は大きいのに対し，非国際化

企業の格差は小さい．

それでは労働生産性の高い「３大都市圏」

とその後塵を拝する「６地方圏」との間に労

働生産性でどれほどの格差が生じているので

あろうか．図６は６地方圏の３大都市圏に対

する労働生産性格差の増減率を図示したもの

である．これを見ると，６地方圏の全製造企

業の平均労働生産性は３大都市圏に比べて

－30.9%，同じく国際化企業では３大都市圏

に比べて－25.6%，非国際化企業では－8.5%，

それぞれ下回っている．

しかも国際化企業と非国際化企業の６地方

圏と３都市圏の労働生産性格差を比較すると，

国際化企業の地域間格差の方が非国際化企業

よりも大きい．つまり我が国製造企業の都市

圏と地方圏の間の現存する生産性格差は，国

際化企業の両地域間の生産性格差によって説

北海道 東北 関東 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 全国 ３都市圏 ６地方圏

輸出企業 ８．４３ ７．８９ １２．６７ ８．８５ １１．３２ １０．５３ ８．４９ ８．０５ ７．９２ １０．８７ １１．２１ ８．２６

FDI企業 ４．０４ ９．４０ １３．６５ ９．３５ ８．１０ １３．０２ ６．６８ ９．５２ ７．４３ １２．１４ １２．２３ ７．８１

輸出 FDI企業 ９．２７ ７．７９ １４．０２ １４．７８ ９．５１ １２．４９ １２．２６ １６．７０ ９．７３ １３．６３ １３．６１ １１．０８

国際化企業 ８．３８ ７．８８ １３．４８ １３．１８ ９．３８ １２．１５ １０．７０ １４．０３ ８．５３ １２．８０ １３．１４ ９．７８

非国際化企業 ７．１３ ８．１７ ８．８２ ７．７３ ８．６２ ７．７７ ８．３０ ７．１８ ７．０２ ８．１０ ７．８６ ７．１９

全製造企業 ７．３２ ８．２２ １２．９４ １２．００ ９．１０ １１．３０ ９．８９ １１．１１ ７．５６ １１．７７ １１．９１ ８．２２

表７ 国際化企業の地域別（企業形態別）労働生産性 （単位：百万円）

図６ ６地方圏の３大都市圏に対する労働生産性格差：増減率（％）（地域別企業形態別）
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明される部分が大きいということである．し

たがって四国を除く５つの地方圏は，国際化

企業のパフォーマンスを３大都市圏並みに近

づけていくことが我が国の地域格差是正と地

方創生にとって率先して取り組まなければな

らない課題と言えよう．

それでは地方圏の付加価値労働生産性を３

大都市圏のレベルまで近づけるには，どのよ

うな施策が考えられるのか．この課題に接近

するために労働生産性の計算式を要因別に分

解して考察する．

表８に国際化企業の付加価値労働生産性を

「付加価値率」，「（有形）固定資産回転率」，「労

働装備率」の３つに分解し，それぞれの数値

と全国比を地域別に記載した６．「付加価値

率」は売上高に対する付加価値額の比率（％）

で，付加価値率が高ければ企業が商品に新た

に付加した価値が大きいことを意味する．

「有形固定資産回転率」は土地，建物，機械

など生産に必要な固定資産が有効活用されて

いるかどうかを示している．「労働装備率」

は労働者1人当たりどれだけ有形固定資産を

使用しているか，すなわち労働の資本装備率

を示している．これが高ければ資本集約的，

低ければ労働集約的と解釈できるし，また設

備投資に積極的である，あるいは自動化・省

力化など生産の合理化が進んでいると見るこ

ともできる．

それでは地域間に労働生産性の格差を生み

出す要因を探るため，上記３指標のパフォー

マンスについて地域間比較を行う．まず付加

価値率は製造企業の全国平均が22.2%で，こ

れを上回るのが「四国」，「北陸」，「中部」，「北

海道」，「関西」の５地域で，それに続く「中

国」，「東北」，「九州」，「関東」も20%台をキ

ープしており，比較的良好なパフォーマンス

を示している．固定資産回転率は全国平均が

3.78回で，地域別には「九州」，「中部」，「東

北」が４回以上，「関東」，「北海道」，「関西」，

「中国」，「北陸」が３回以上，そして「四国」

は2.62と低い．付加価値率と固定資産回転率

を見ると，一部の地域が突出しているのを除

き全般的に全国平均前後に集中している．し

かも都市圏と地方圏のパフォーマンスに明確

な差異がなく，混在しているのが伺える．

しかし，労働装備率を見ると，地域間格差

は顕在化している．製造企業の労働装備率は

平均1,530万円で，地域別には「関東」と「四

財務分析指標／地域別 北海道 東北 関東 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 全国

労働生産性（百万円／人） ８．３８ ７．８８ １３．４８ １３．１８ ９．３８ １２．１５ １０．７０ １４．０３ ８．５３ １２．８０

付加価値率（％） ２４．７ ２１．５ ２０．３ ２５．３ ２７．５ ２３．３ ２１．９ ３２．６ ２０．４ ２２．２

有形固定資産回転率（回） ３．５６ ４．０１ ３．７３ ４．８０ ３．２８ ３．５４ ３．５２ ２．６２ ４．８３ ３．７８

労働装備率（百万円／人） ９．５４ ９．１５ １７．８０ １０．８３ １０．４０ １４．７１ １３．８８ １６．４０ ８．６８ １５．３０

（対全国比：全国＝１）

労働生産性 ０．６５ ０．６２ １．０５ １．０３ ０．７３ ０．９５ ０．８４ １．１０ ０．６７ １．００

付加価値率 １．１１ ０．９７ ０．９２ １．１４ １．２４ １．０５ ０．９９ １．４７ ０．９２ １．００

有形固定資産回転率 ０．９４ １．０６ ０．９９ １．２７ ０．８７ ０．９４ ０．９３ ０．６９ １．２８ １．００

労働装備率 ０．６２ ０．６０ １．１６ ０．７１ ０．６８ ０．９６ ０．９１ １．０７ ０．５７ １．００

表８ 国際化企業の地域別 労働生産性の要因分析

（注）付加価値労働生産性＝付加価値額÷従業者数 ＝付加価値率×有形固定資産回転率×労働装備率
付加価値率＝付加価値額÷売上高，有形固定資産回転率＝売上高÷有形固定資産額，
労働装備率＝有形固定資産額÷従業者数
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国」が一歩抜け出し，それに「関西」，「中国」

が全国平均をわずかに下回る数値で続いてい

る．残りの「中部」，「北陸」，「北海道」，「東

北」，「九州」は全国平均よりも３割から４割

強ほど低く，両者間に大きな差異が存在する．

それでは，もっと分かりやすく説明するた

めに，付加価値率と固定資産回転率を掛け合

わせた「固定資産生産性（以下，「資本生産

性」）」を導入して，労働生産性と２つの要因，

労働装備率と資本生産性の関係を図示したの

が図７である．「労働生産性」を実線（黒）で

示し，「資本生産性」を点線（青），「労働装

備率」を点線（赤）で示した．

これを見ると，第１に労働装備率と労働生

産性との間に正の相関があることが分かる．

すなわち労働装備率の高い（低い）地域の企

業には労働生産性の高い（低い）企業が多い

ということである．

第２に資本生産性と労働装備率との間には

負の相関関係を見て取れる．つまり資本生産

性の高い（低い）地域の企業には労働装備率

が低い（高い）企業が多いということである．

これは労働生産性の計算式からも分かるよう

に，労働装備率の固定資産有高の増加（減少）

は固定資産回転率の低下（上昇）を招くため

資本生産性の上昇（低下）要因の一つにはな

り得る．

第３に３つの指標のパフォーマンスの相違

から全国９地域を３つのグループに分類でき

る．一つは「関東」，「関西」，「四国」，「中国」

からなる４地域で，労働生産性，資本生産性，

労働装備率の３指標とも揃って全国平均値の

近傍に収れんしている．２つ目は「中部」で，

資本生産性は非常に高い一方で労働装備率は

低く，労働生産性はその中間で全国平均を上

回るパフォーマンスを挙げている．以上２つ

のグループは中国を除けば労働生産性のパフ

ォーマンスは良好である．問題は３つ目のグ

ループで，労働生産性の地域間格差が最も深

刻な「北海道」，「東北」，「北陸」，「九州」か

らなる４地域である．資本生産性は全国平均

以上のパフォーマンスを挙げながらも労働装

備率は極端に低く，労働生産性もかなり低い

位置に留まっている．一般に産業（業種）に

よって労働装備率が低くても資本生産性が高

く，労働生産性も高水準を維持している産業

（業種）も数多く存在する．しかし４地域が挙

って資本生産性が高いにもかかわらず，労働

図７ 国際化企業の地域別労働生産性の要因分析：全国＝１

（注）労働生産性＝資本生産性÷労働装備率＝（付加価値額／固定資産額）÷（固定資産額／従業員数）
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装備率が極端に低い水準に留まっていること

は，労働装備率が労働生産性の押し下げ要因

の一つとなっている可能性は十分に考えられ

る．自動化，省力化，新商品・技術の開発，新

規分野への参入などで生産性の向上を目指し

て設備投資を拡大しようとしても資金難や人

材難に直面している企業や、将来への不安か

ら事業拡大に踏み切れないない企業なども存

在することを否定できない．

おわりに

『企業活動基本調査』（2013年度実績）を

活用して，我が国製造企業の地域的な分布と

国際化の進展状況を概観した後，国際化企業

と非国際化企業のパフォーマンスの違いを地

域別に比較分析し，北陸製造企業の国際化の

特性を浮き彫りにしてきた．本稿の分析で得

られた結果を要約するば次のようになろう．

まず対象企業である我が国製造企業の地域

分布を見ると，３大都市圏が圧倒的なシェア

を占めている．製造企業に占める３大都市圏

の比率は72%で，６地方圏は28%である．国

際化企業については３大都市圏の比率は82%

とさらに高く，６地方圏は２割に満たない．

ちなみに北陸企業の全国シェアを見ると，製

造企業では4.0%，国際化企業では3.2%であ

る．規模別では製造企業の76%が中小企業で

占められ，３大都市圏の中小企業比率は74%，

６地方圏は81%である．北陸は83.4%で，四

国，北海道に次いで中小企業比率は高い．

国際化企業と非国際化企業のパフォーマン

スを比較すると，従業者数，付加価値額，資

本集約度，技能集約度，賃金労働生産性のパ

フォーマンス指標すべてにおいて国際化企業

は非国際企業を上回っている．しかも国際化

企業でも輸出企業よりはFDI 企業，さらに

輸出＋FDI企業の方がすべてのパフォーマンスに

おいて勝っている．企業が国際化し，そして

国際化が進展するにつれて，製造企業のパフ

ォーマンスは向上しているということである．

地域別では，３大都市圏と四国の国際化企

業のプレミアが総じて高く，次いで中国で，

残りの北陸，九州，東北，北海道の４地域は

従業者規模，付加価値額，労働生産性におい

て３大都市圏や瀬戸内工業地域に大きく後れ

を取っている．北陸は企業の国際化では３大

都市圏に次いで高いが，国際化企業のプレミ

アは３大都市圏だけでなく四国，中国の瀬戸

内工業地域と比べても企業の規模や生産性で，

だいぶ見劣りするということが分かった．

それでは６地方圏と３大都市圏の間にどれ

くらいの労働生産性格差が存在し，かつその

要因は何なのか．まず６地方圏の平均労働生

産性は３大都市圏に比べて，製造企業で

30.9%，国際化企業で25.6%，非国際化企業

で8.5%低いという結果が出た．６地方圏と３

大都市圏の生産性格差は３割強存在し，しか

も国際化企業の方が非国際化企業よりも地域

間格差がはるかに大きい．

そこで国際化企業の生産性格差の要因を分

析してみると，３大都市圏との生産性格差が

特に大きい北海道，九州，東北，北陸の4地

域は，資本生産性（機械設備の効率的活用あ

るいは付加価値の高い商品の販売）が比較的

高いにも関わらず，労働装備率（労働の資本

装備率）が極端に低いということが分かった．

つまり労働装備率が労働生産性の押し下げ要

因の一つになっている可能性は十分に考えら

れる．生産性格差の要因を確定するためには，
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過去数年間遡って更なる分析を行うとともに

実態を精査して見ることも必要であろう．
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13,053社で，対象年は2015年度である．

３ 全国47都道府県を９つのブロックに区

分した．「北海道」（１），「東北」（７）：

青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島，新

潟，「関東」（８）：茨城，栃木，群馬，埼

玉，千葉，東京，神奈川，山梨，「中部」（５）：

長野，岐阜，静岡，愛知，三重，「北陸」（３）：

富山，石川，福井，「近畿」（６）：滋賀，

京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山，「中国」

（５）：鳥取，島根，岡山，広島，山口，「四

国」（４）：徳島，香川，愛媛，高知，「九

州」（８）：福岡，佐賀，長崎，熊本，大

分，宮崎，鹿児島，沖縄である．カッコ内

は都道府県数．

４ 本稿で分析対象とする国際化企業は製造

業に限定されるため，貿易では「モノの輸

出」に従事する輸出企業に限定した．しか

し丸屋，張栩（2016）では国際化企業の分

析対象が製造業のほか非製造業を含むため，

「モノの輸出」以外に，「モノの輸入」，「モ

ノ以外のサービスに関する国際取引」を加

えた貿易全般に携わる企業を国際化企業と

して定義した．このため，両論文における

製造企業の国際化企業数は異なることに注

意されたい．

５ ここでは若杉、Mayer T. and Ottaviano

G. I. P. (2007)にならい、パフォーマンス

指標について国際化企業のプレミア（本文

中で説明）を算出した。

６ 労働生産性を要因別に分解した計算式は

表８（注）と図７（注）を参照のこと．
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